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自治（の原則）は、1923 年 10 月に成立した国家的仲裁制度により、早くも危機を迎えること
となる。この制度は―概要については後述するが―、労使間の自主的な交渉で締結に至らなかっ
た労働協約について、労働大臣に任命された仲裁官が単独で裁定を行うこと、さらには労働大
                                                     
1 久保（1995）、121 頁。 
2 加藤（1973）、354 頁。同書では「社会的自由」という語が用いられている。 
3 Führer (2004), S. 8. 
4 田中（2015）、29 頁。 
5 第二次大戦後のドイツにおける労働組合ナショナルセンタ 、ーDGB の 2002 年の時点での協約自治につい
ての見解は以下のようなものであった。「協約自治とは、使用者と労働組合との間の、自由で政治的に影響
を受けない労働条件に関する契約であり、すべての自由な社会を支える柱を構成するものである」。
http://www.dgb.de/presse/++co++6e7c200a-1557-11df-4ca9-00093d10fae2（アクセス日 2016 年 8 月 30 日） 























                                                     




策についての記述は、Hachtmann (2004) を参考にした。 




9 第一次大戦前の自由労働組合および労働協約についての記述は、主に、久保（1995）、とくに 24-46 頁を
参考にした。自由労働組合は、1880 年代までは、労働協約を労働組合の闘争の自由および行動の自由を奪
うものと認識しており、それを締結することは階級闘争、労働組合運動に対する裏切りと捉えられていた。 
10 「自由労働組合」は公式の名称ではない。1870 年代後半から使われ始めたが、一般に広まったのは 1890
年代以降である。Fricke (1962), S. 208. Ritter/Tenfelde (1975), S. 64. 
11 例えば、太田（1984）、西谷（1987）等を参照。 
12 例えば、枡田（2010）等を参照。 
－ 3 － 



























                                                     
13 根本（2009）、84 頁。また、デュベル（2015）、21-22 頁の記述を参照。 
14 その試みのひとつとして、枡田（2016）をあげておく。 
15 以下の中央組織に関する記述は、枡田（2010）、65-69 頁。 
16 Potthoff (1987), S. 326. 
17 主に、同盟委員会会議の議事録をほぼすべて収録した、『20 世紀ドイツ労働組合運動史資料集（Quellen zur 
Geschichte der deutschen Gewerkschaftsbewegung im 20. Jahrhundert, 以下、Quellen と略記）』を用いる。こ
の資料については、枡田（2009）、28、30 頁。 






１ 1918 年 11 月 15 日協定 
第一次大戦の敗戦に伴う 11 月革命の過程で、危機に瀕した資本主義国家の存続を目論む使用
者たちは、労働組合を体制支持者として取り込むことを企図し、一時的に同盟を結ぶことを選




















9. すべての事業所に関して、正規の最長の労働時間は一日 8 時間とする。その短縮を理由とす
る賃金の切り下げは行ってはならない。 
                                                     
18 戸塚/徳永（1977）、240 頁。 
19 Preller (1949), S. 53-54. 枡田（2009）、289-290 頁。 












 以上のように、11 月 15 日協定は、団結権の保障、8 時間労働等、長期にわたる労働組合の要









11 月 15 日協定の内容は、さまざまな命令、法律、そして憲法によって、次々と具体化され
ていった24。 
1918 年 12 月 23 日の「労働協約令」は、労働協約に不可変的効力を与え、（一般的）拘束力
を付与することを可能にした。こうした特質は、第一次大戦以前の労働協約にはみられなかっ
たものであった。 
                                                     
20 第一次大戦の敗戦がほぼ決定的となった 1918 年 10 月、鉱山業の使用者は、はじめて労働組合を承認し、
労働協約についての交渉に応じた。この頃から 11 月 15 日協定に関する労使の代表の交渉が始まった。加
藤（1973）、60 頁。 
21 Lederer/Marschack (1927), S. 198-205. 
22 Feldman (1984), S. 100-101. 
23 西谷（1987）、277 頁。 
24 以下の労使関係に関する法制度についての記述は、主に、加藤（1973）、347-364 頁、西谷（1987）、265-296
頁、久保（1995）、120-149 頁を参考にした。 

















款を設置していた労働協約は、1913 年末は全労働協約の 53.1%であったのに対して、1919 年末
は 65％であった。こうした状況は、「社会的自治体制に対する労使団体の熱意にはさらにみる
べきものがあったといわねばならない」28 と評価されている。上記のように、労働協約令の内容
は、「社会的自治の理念を具体化した」29 ものであった。こうした 11 月 15 日協定の理念は、1919




また、第 165 条第 1 項は「現場労働者と職員は、企業家と同権をもって共同して、賃金・労働
条件の規律および生産諸力の全経済的発展する権限を有する。双方の組織とその協定は承認さ
れる」31 としている。 
                                                     
25 加藤（1973）、357 頁。 
26 西谷（1987）、344 頁。 
27 調停委員会による裁定には拘束力がなかった。加藤（1973）、357 頁。 
28 久保（1995）、125 頁。 
29 久保（1995）、128 頁。 
30 グズィ（2002）、413 頁。 
31 西谷（1987）、279 頁。 
－ 7 － 










員数は、大戦前から 500 万人以上増加し、1919 年時点で 700 万人に達した。800 万人以上を組
織していた 1920 年をピークに減少へと転じたが、ワイマール期においてはその後、400 万人前
後で安定する35。 








上記のようにワイマール期、とりわけその労使関係制度の基礎となった 11 月 15 日協定は、
中央労働共同体協定とも呼ばれ、革命を恐れた使用者が、労働組合を承認することにより、労
使共同で革命および幅員等に伴う戦後の混乱に対応することを企図し、締結されたものであっ
                                                     






35 Petzina/Abelshauser/Faust (1978), S. 111. 
36 ガウグラー/カーデル/佐護/佐々木（1991）、19 頁。本稿における、自由労働組合大会に関する記述は、
Protokolle der Verhandlungen der Kongresse der Gewerkschaften Deutschlands (Reprints zur Sozialgeschichte), Bd. 
1-6, Berlin/Bonn 1979-1980 を参照した（以下も同じ）。 
37 久保（1995）、122 頁。久保氏は、「自由労働組合の基本綱領」の内容を「協約至上主義」と評価してい
る。久保（1995）、143 頁。 
－ 8 － 
た。それは、使用者にとっては、労働コストの負担増を伴う戦術的な譲歩にほかならず、敗戦
後賠償等の負担に苦しむドイツ経済にとっては、大きなマイナス要因、資本蓄積の阻害要因と
なったと評価されている38。確かに、11 月 15 日協定が「敗戦による混乱と革命への恐怖という
〔労使〕両者に共通の基盤」39 の上に成り立っていたことは疑いなかった。それだけに革命的な




第一次大戦前と比較すると、ストについては、1919 年は、件数では 1,500 件以上、関係した
















                                                     
38 例えば、馬場/小野塚（2001）、360-361 頁等を参照。 
39 加藤（2006）、40-45 頁。 
40 第一次大戦前（1909～1913 年の平均）は、ストが 2,171 件（関係した被用者数は 536,552 人。以下同じ）
であり、ロックアウトが 425 件（174,180 人）であった。ワイマール期に入ると、ストは、1919 年が 3,582
件（2,724,907 人）、1920 年が 3,693 件（1,915,581 人）、1921 年が 4,093 件（1,817,637 人）、1922 年が 4,348
件（2,241,281 人）であった。ロックアウトは、1919 年が 37 件（35,860 人）、1920 年が 114 件（93,151 人）、
1921 年が 362 件（218,433 人）、1922 年が 437 件（324,273 人）であった。Statistisches Jahrbuch für das Deutsche 
Reich, 1924/1925, S. 302-303; 1930, S. 329; 1933, S. 331. 
41 加藤（1973）、356 頁。 
42 久保（1995）、147 頁。 
43 Preller (1949), S. 259. 
－ 9 － 
第２節 1923 年国家的仲裁制度 
 
１ 国家的仲裁制度の内容 
1923 年 10 月 30 日に発布された「仲裁制度に関する命令（Verordnung über das Schlichtungswesen 























は 49.8%、1926 年は 62.7%と増減があったが、58.7%に達した 1927 年以降は、1928 年は 65.7%、
1929 年は 73.1%、1930 年は 89.1%と増加していくことになる46。 
                                                     
44 以下の国家的仲裁制度の内容、成立の背景、それに対する使用者の態度に関する記述は、主に太田
（1984）、7-26 頁、西谷（1987）、366-379 頁を参考にした。 
45 西谷（1987）、370 頁。 
46 戸塚/徳永（1977）、256-257 頁。 




想は47、1918 年 12 月の労働協約令の成立から 1 年も経過していない時期に、すでにあったとさ
れる。1919 年 6 月に首相となったバウアー（Gustav Bauer, SPD 所属）は、その施政方針演説に












た、国家的仲裁制度の最高責任者である労働大臣は、1932 年 5 月まで一貫して労働組合の関係
者が務めた。例えば、同制度が成立した当時の労働大臣は、キリスト教労働組合と関係が深い
ブラウンス（Heinrich Brauns）であった。それゆえ 1927 年頃までは、仲裁裁定の多くが労働側
に有利な内容となった。例えば、ルール（Ruhr）地方の炭鉱業では、1925～1929 年の間に行わ
れた 6 回の賃上げが、すべて国家的仲裁制度を通じた拘束力宣言により実行されている。手続








                                                     
47 国家的仲裁制度の成立前の動向については、Preller (1949), S. 257-260 を参照。 
48 太田（1984）、18 頁。 






















１ 1924 年１月の同盟委員会会議 
仲裁令が発布された直後の 1924 年 1 月、同盟委員会会議50 において、ドイツ木材労働者組合






                                                     
49 太田（1984）、23-24 頁。西谷（1987）、373-374 頁。 
50 この同盟委員会会議における議論については、Quellen, Bd. 3, Köln 1987, S. 126-127. 
51 1925 年大会の時点での自由労働組合の組合員数の総計は、大会の議事録によれば、4,557,032 人であった。 










べきである」。以上のように、1924 年 1 月の時点では、自由労働組合と使用者は、国家的仲裁
制度に対して、少なくとも表向きは強く反発していたという点では一致していたのである52。 
 
２ 1924 年 3 月の同盟委員会会議 
















                                                     
52 労使はともに労使関係への国家の介入については否定的であったが、「社会的自由」の理念に対する労使
の思惑は「根本的にはまったく逆方向のもの」であった。加藤（1973）、354 頁。 
53 Quellen, Bd. 3, S. 160-163. 
－ 13 － 
ていないことは確認できる」ではないか、というのである。 
 タルノウによれば、自由労働組合のすべての加盟組合は、「労働組合のマグナ・カルタ」であ



















 ドイツ運輸労働組合（310,948 人）代表のシューマン（Oswald Schumann）は、使用者が労働
組合との協定を受け入れた点について言及した。その理由は、協定が「彼らに利益をもたらす






                                                     
54 化学産業を中心に、複数の産業部門の不熟練労働者を組織した労働組合であり、1925 年大会の時点では
自由労働組合の中で第 2 の規模であった。 
55 栗原（1972）、42 頁。 
56 栗原（1972）、44-45, 53 頁。 































                                                     
57 西谷（1987）、374 頁。 
58 Kukuck/Schiffman (1986), S. 25. 



































－ 16 － 















３ 1926 年の陳情書「ドイツの経済政策の現在の使命」 













                                                     
61 その後、DMV は、一貫して自由労働組合の中央労働共同体からの脱退を主張し続けた。枡田（2009）、
17、176-177 頁。 
62 この陳情書の内容については、Quellen, Bd. 3, S. 631-633. 








































第４節 1927～1928 年の自由労働組合 
 
１ 1927 年 9 月の同盟委員会会議 




















                                                     
63 この同盟委員会会議における議論については、Quellen, Bd. 3, S. 969. 国家的仲裁制度に関しては、1927
年 5 月 19～20 日に開催された前回の同盟委員会会議においても触れられている。Quellen, Bd. 3, S. 905. 
64 ククックとシフマンは、この時期に、「拘束力宣言に対する労働組合の批判が明らかに増大した」として
いる。Kukuck/Schiffman (1986), S. 26. 
－ 19 － 
者の代表との討論において、新たな規定を見いだすことに努力するべきである」。 











２ 1927 年 11 月の同盟委員会会議 















指摘した。「約 5 ,000 の労働協約のうち、約 2 ,800 が仲裁裁定で処理されている。そのうち 1138
の労働協約に対して一般的拘束力宣言を発せられている」。この数値をふまえて、労働省が、「全
般的に、特別な場合のみ仲裁裁定に拘束力を宣言しようとしている」と評価した。 
                                                     
65 この同盟委員会会議における議論については、Quellen, Bd. 3, S. 1010-1017, 1019-1025. 
































































                                                     
66 ブライは、1906 年から 1932 年まで国会議員であった。1917 年からは SPD の党中央の幹部を務めた。SPD
の主流派の一員であった。枡田（2009）、95 頁。 

































かった。太田（1984）、33 頁。太田（1985）、22-24 頁。 
69 久保（1995）によれば、一般的拘束力宣言の結果、労働協約の拡張適用を受ける労働者数に関する 1920
年代の統計は、労働省には存在しない。久保（1995）、143-144 頁。 






























                                                     
70 同盟指導部のメンバーでもあった。自由労働組合によれば、繊維産業においては、適用者数でみた場合、
1929 年末の時点で存在した賃金協約の 65.5％が、国家的仲裁制度を通じて締結された。1929 年末の時点に
おける労働協約に関する数値は、Gewerkschafts-Zeitung, 41. Jg., Nr. 8 vom 21. Februar, 1931, S.116-118 より
（以下も同じ）。太田（1985）、21-25 頁も参照。 





























                                                     
71 1925 年大会の時点では結成されていなかった。その後、食肉労働者組合（13,766 人）等複数の労働組合
の合併により結成された。 




































                                                     
74 Kukuck/Schiffman (1986), S. 27. 
－ 26 － 
３ 自由労働組合 1928 年大会と労働省における労使の協議 



























                                                     
75 この同盟委員会会議における議論については、Quellen, Bd. 3, S. 1142-1143. 
76 1928 年大会に関する記述は、議事録の他に、Hüllbüsch (1976), S. 618-619 を参照した。 
77 西谷（1987）、374 頁。 
78 Quellen, Bd. 3, S. 1143. その際、DMV のライヒェルは、このライパルトの見解とほぼ同じ主張が、DMV
の大会で受け入れられたことを明らかにしている。 
－ 27 － 
調した。そして、権限のある委員会を設置し、現行の国家的仲裁制度の改善に取り組むべきこ
とを提案した。 
























                                                     
79 この協議については、Quellen, Bd. 3, S. 1141-1151. 
80 太田（1984）、20-21, 34 頁。 




ルール地方の鉄鋼業において、1928 年 10 月、自由労働組合の DMV を含む、金属産業の 3
つの潮流の労働組合は、時給 15 ペニヒの賃上げを要求した。だが、使用者側はこれを拒否し、




すと同時に、予告通り約 20 万人82 の労働者のロックアウトを敢行した。政府により特別の仲裁
人に指名された内務大臣ゼーフェリング（Carl Severing, SPD 所属）は、仲裁官による仲裁裁定
をさらに引き下げる内容の裁定を行い、12 月 3 日にロックアウトは中止された。また、ライヒ
労働裁判所は翌年 1 月 22 日、仲裁官単独による裁定を違法とする判決を下した。 
使用者たちは、すでに指摘したように、国家的仲裁制度を通じた国家の賃金政策に不満を抱
いていた。ただし、これまでは裁定の内容に不満があっても一般的拘束力宣言が発せられた場






２ 1929 年 3 月の同盟委員会会議 
1929 年 3 月 26～27 日の同盟委員会会議83 の第 2 議題は、「国家的仲裁制度の対する態度表明」





                                                     
81 以下のルール鉄鋼争議についての記述は、西谷（1987）、403-409 頁を参考にした。 
82 Kukuck/Schiffman (1986), S. 27. 
83 この同盟委員会会議における議論については、Quellen, Bd. 3, S. 1232-1242. 
84 ネルペルおよび彼と考え方の近い同盟指導部のブレッカ （ーBruno Broecker）の国家的仲裁制度に対する
見解は、自由労働組合の理論誌や機関紙において明らかにされている。Kukuck/Schiffman (1986), S. 28. 太
田（1984）、23-24 頁。 































































                                                     
85 自由労働組合 1919 年ニュルンベルク大会での決議には、仲裁制度に関するものは存在しない。すでに指
摘した、同大会における自由労働組合の「協約至上主義」を宣言した決議のことを指す可能性がある。「協
約至上主義」については、久保（1995）、143 頁を参照。 





























































ブランデスは、1927 年 11 月のライヒェルと比較して、明らかに仲裁制度による国家介入を
強く支持する立場を示している。とりわけ、国家的な強制により労働組合の闘争の自由が制限
されないとする態度は、1927 年 11 月のライヒェルの主張とは全く異なる点である。DMV の多
                                                     
86 金属産業においては、適用者数でみた場合、1929 年末の時点で存在した賃金協約の 70.8%が、官庁の仲
裁を通じて成立した。 






























                                                     
87 1928 年 5 月に首相の座についたミュラーとは別人である。 
88 鉱山業においては、適用者数でみた場合、1929 年末の時点で存在した賃金協約の 96.2%が、官庁の仲裁
を通じて成立した。 




















約上の仲裁制度についても言及している90。このように、決議の内容自体は、1924 年 3 月以来






                                                     
89 議事録には全会一致とあるが、ククックとシフマンは、「全会一致の同意はなかったが、強制仲裁の維持
に関する意思表示は、全く圧倒的であった」としている。Kukuck/Schiffman (1986), S. 28. 
90 上記のように、この点は、1924 年 3 月の会議における決議では、最終段階で削除された。 
91 1929 年末、有効であった賃金協約に関して、適用者数でみた場合、約 51.9％（適用者数 4,138,459 人、
以下同じ）が国家的仲裁制度を通じて成立した協約の適用下にあった。その中で拘束力宣言が発せられた
協約は 333 あり（2,302,313 人）、適用者数でみた場合、すべての賃金協約の 26.3％を占めた。申請者の内
訳は、労働側からが 41.1％（993,983 人）、国家側からが 47.9％（1,102,119 人）、使用者側からが約 9％（206,211
人）であった。以上に従えば、1929 年の時点では、強制仲裁の大半は、労働組合あるいは国家が求めたも
のであった。 





























                                                     
92 Kukuck/Schiffman (1986), S. 28. 
















2000 年代以降の DGB が選択した道とを比較することが、次の課題となる。 
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